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Ⅰ．はじめに 

  本補足説明資料は，以下の説明書についての内容を補足するためのものである。 

  本補足説明資料と添付書類との関係を表１に示す。 

 

  ・Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」のうち， 

   Ⅵ-1-1-3-3「竜巻への配慮に関する説明書」 

 

表 1 補足説明資料と添付書類との関連 

工事計画添付書類に係る補足説明資料（竜巻） 該当添付書類 

添付 

 竜巻への配慮に関する説明書に係る補足説明

資料 

Ⅵ-1-1-3-3 

竜巻への配慮に関する説明書 

 1 設計竜巻の最大風速 92m/s の設定  Ⅵ-1-1-3-3-1 

竜巻への配慮に関する基本方針 

2 外部事象防護対象施設の選定 

3 外部事象防護対象施設に波及的影響を

及ぼす可能性のある施設の選定 

4 建物開口部の調査結果 

5 飛来物の選定 

Ⅵ-1-1-3-3-1 

竜巻への配慮に関する基本方針 

Ⅵ-1-1-3-3-2 

竜巻の影響を考慮する施設及

び固縛対象物の選定 

6 砂利等の極小飛来物による外部事象防

護対象施設への影響 

7 屋外の重大事故等対処設備の竜巻防護

設計 

Ⅵ-1-1-3-3-3 

竜巻防護に関する施設の設計方 

針 

8 竜巻影響評価の風速場モデルの適用 Ⅵ-1-1-3-3-1 

竜巻への配慮に関する基本方針 

9 消音器並びに排気管及びベント管にお

ける設計飛来物の影響 

Ⅵ-1-1-3-3-3 

竜巻防護に関する施設の設計方 

 針 

10 取水槽ガントリクレーンの逸走防止 Ⅵ-1-1-3-3-3 

竜巻防護に関する施設の設計方 

 針 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼす可能性があ

る施設の選定
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3. 外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼす可能性がある施設の選定について 

外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る施設として，倒壊により外部事象防護対

象施設に損傷を及ぼし得る施設及び外部事象防護対象施設の付属施設のうち屋外にある施

設を抽出し，外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る評価対象施設とした。外部事

象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る評価対象施設の抽出フローを図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る評価対象施設の抽出フロー 
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3.1 倒壊により外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出結果 

倒壊により外部事象防護対象施設に損傷を及ぼし得る施設については，外部事象防護

対象施設に対する機械的な影響を考慮し，外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし

得る評価対象施設として抽出した。 

具体的には，図 3.1－1に示すとおり，外部事象防護対象施設に隣接する施設及び地上

高さが外部事象防護対象施設との距離以上である施設を抽出した。抽出結果を表 3.1－1

に示す。 

 

【外部事象防護対象施設に隣接する施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地上高さが外部事象防護対象施設との距離以上である施設】（高さＨ≧水平距離Ｌの場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1－1 倒壊により外部事象防護対象施設に損傷を及ぼし得る施設 
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表 3.1－1 外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る評価対象施設の抽出結果 

（倒壊により外部事象防護対象施設に損傷を及ぼし得る施設） 

施設名 
損傷を受ける可能性のある

外部事象防護対象施設 

外部事象防護対象施設との

距離 
地上高さ 

１号機原子炉建物 制御室建物 約 15ｍ 47ｍ 

１号機タービン建物 
２号機タービン建物 

制御室建物 
隣接 － 

１号機廃棄物処理建物 
２号機廃棄物処理建物 

制御室建物 
隣接 － 

１号機排気筒 ２号機タービン建物 約 10ｍ 120ｍ 

ガントリクレーン 原子炉補機海水ポンプ等 
約 10ｍ 

（レール延長後：約 24ｍ）＊ 
21ｍ 

排気筒モニタ室 ２号機排気筒 隣接 － 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 
Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク格納槽 
約 5ｍ 12m 

注記＊：ガントリクレーンが竜巻による風荷重等により倒壊した場合，竜巻防護対策設備

等を損傷させる可能性があるため，レールを延長し，係留位置を変更する対策を

実施する。（別紙 1参照） 

 

3.2 外部事象防護対象施設の屋外にある付属施設の抽出 

外部事象防護対象施設の付属施設のうち屋外にある施設について，外部事象防護対象

施設に対する機能的な影響を考慮し，外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る

評価対象施設として抽出した。抽出結果を表 3.2－1，表 3.2－2に示す。 

 

表 3.2－1 外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る評価対象施設の抽出結果 

（外部事象防護対象施設の付属施設のうち屋外にある施設） 

外部事象防護対象施設 屋外にある付属施設 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関 排気消音器（排気管含む。） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関 排気消音器（排気管含む。） 

ディーゼル燃料貯蔵タンク ベント管 

ディーゼル燃料デイタンク ベント管 

潤滑油サンプタンク ベント管 

 

  



4 

  

表
3.
2－

2 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果
（
1
/8
）
 



5 

  

表
3.
2－

2 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果（

2
/
8）

 



6 

 

  

表
3.
2－

2 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果
（
3/
8
）

 



7 

  

表
3.
2－

2 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果
（

4/
8）

 



8 

 

  

表
3.

2－
2 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果
（
5
/8
）

 



9 

  

表
3.

2－
2 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果
（
6/
8
）

 



10 

表
3.
2－

2 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果
（
7/
8
）



11 

 

 

 

表
3.
2－

2 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
施
設
の
抽
出
結
果
（
8
/8
）

 



12 

3.3 評価対象施設の構内配置について 

抽出した主な外部事象防護対象施設のうち評価対象施設及び外部事象防護対象施設に

波及的影響を及ぼし得る評価対象施設の構内配置を図 3.3－1 に示す。 

図 3.3－1 外部事象防護対象施設のうち評価対象施設及び外部事象防護対象施設に波及的影

響を及ぼし得る評価対象施設の構内配置 

 

 

２号炉排気筒 

排気筒モニタ室 

１号炉排気筒 

１号炉原子炉建物 

１号炉タービン建物 

２号炉原子炉建物 

外部事象防護対象施設 

外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

２号炉 
１号炉 

復水貯蔵タンク 

2 号機排気筒 

１号機排気筒 

１号機タービン建物 

１号機原子炉建物 

2 号機原子炉建物 

2 号機 

1 号機 
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別紙 1 

取水槽ガントリクレーンの竜巻対策 

取水槽ガントリクレーンは，竜巻による風荷重等により倒壊した場合，取水槽の竜巻防

護対策として設置する取水槽海水ポンプエリア防護対策設備等を損傷させる可能性がある

ため，図 1に示すように，レールを延長することにより係留位置を変更する。 

注記＊：当該設備の下部に外部事象防護対象施設を設置 

図 1 取水槽ガントリクレーンの係留位置 

＊ 
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別紙 2 

仮設耐震構台の影響確認 

1． 概要

安全対策工事による掘削に伴い，アクセスルートの確保のために設置する仮設耐震構台に

ついて，外部事象防護対象施設への影響を確認する。 

2． 倒壊による外部事象防護対象施設への影響について 

仮設耐震構台は，外部事象防護対象施設である２号機原子炉建物の南側に近接して設置

されている。 

設置状況は，安全対策工事に伴う基礎掘削後に仮設耐震構台を構築していることから，

周辺の敷地高さ（EL 15.0m）以下であり，仮設耐震構台の東側及び西側は地盤に囲まれて

いる。 

また，２号機原子炉建物に波及的影響を及ぼし得る範囲の仮設耐震構台の南側には斜面

が存在しているため，仮設耐震構台が竜巻による風荷重を受けず，支持部材である支持杭

等には設計飛来物の影響を受けないと考えられるが，仮設耐震構台の南側の一部に安全対

策工事による掘削に伴い開口部が存在することを踏まえ，竜巻による風荷重及び設計飛来

物に対する仮設耐震構台の強度評価を実施し，倒壊の有無を確認する。 

仮設耐震構台の配置図及び断面図を図 2－1及び図 2－2に示す。 
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図 2－1 仮設耐震構台 平面図 

（単位：mm）

 

図 2－2(1) 断面図（Ａ－Ａ断面） 

：外部事象防護対象施設 

←北側 南側→ 
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（単位：mm）

図 2－2(2) 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位：mm）

図 2－2(3) 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

：外部事象防護対象施設 

←北側 南側→ 

：外部事象防護対象施設 

投影 
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2.1 評価方法 

仮設耐震構台の強度評価は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」に示す評価条件を用いる。 

 

(1) 評価対象断面 

評価対象断面は，南側の一部に開口部が存在するため，仮設耐震構台の支持杭等を含

めた全体が竜巻の影響を受けることを想定し，Ｂ－Ｂ断面を選定する。 

 

(2)  評価対象部位 

評価対象部位は，竜巻による倒壊の観点から支持部材である水平材，斜材及び支持 

杭とする。また，設計飛来物の衝突位置は仮設耐震構台の頂部とし，風圧力による風   

荷重と同じ作用方向に組み合わせる。 

 

(3)  竜巻による荷重の設定 

竜巻影響評価における風速場モデルとして適用しているフジタモデルのモデル概要

図を図 2－3に示す。設計竜巻の最大風速 92m/s（水平方向風速）は図中のＡ部で発

生し，Ａ部から半径方向及び鉛直方向に離れるほど風速も減少する。また，上昇風速

については，図中の外部コアのみに作用し，流入層高さ(地上から 15m)において最大

風速(32m/s)となり，流入層高さから離れるほど風速が減少する。 

仮設耐震構台に対する竜巻影響評価においては，仮設耐震構台全体に設計竜巻の最

大風速が作用すると仮定する。なお，竜巻による荷重のうち上昇風速による鉛直方向

（上向き）の荷重については，表 2－1に示すとおり速度圧に対して仮設耐震構台の

荷重が上回ることから，強度評価においては，開口部が存在する南側から北側への水

平方向の風圧力を考慮する。 

また，仮設耐震構台は，内外に気圧差は生じない構造であることから，竜巻の気圧

差による荷重は考慮しない。 
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図 2－3 フジタモデルのモデル概要図 

表 2－1 竜巻の上昇風速による鉛直方向（上向き）の荷重比較

荷重比較 備 考 

仮設耐震構台 4728.1N/m2 
上部工（主桁等）及び覆工板の 

東西方向１スパン（20ｍ）の重量 

竜巻の上昇風速による

鉛直方向（上向き）の速

度圧 

627.8N/m2 

フジタモデルによる風速場における

鉛直方向の最大風速(32m/s)より，速

度圧ｑを算出＊ 

注記＊：速度圧ｑ＝1／2・ρ・ＶＳＡ
２ （空気密度：1.226kg/m3) 

● 
Ａ部 
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(4) 解析モデル

解析モデルは，Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に示す

Ｂ－Ｂ断面をモデル化した地震応答解析モデル（南北方向断面）を用いて静的解析 

を実施する。作用荷重の概要を図 2－4に示す。 

図 2－4 作用荷重イメージ 

風圧力(下部工) 風圧力(上部工)＋飛来物

←北側 南側→ 

風圧力 風圧力＋設計飛来物（鋼製材） 
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2.2 評価条件 

評価対象部位の材料定数を表 2－2に，風圧力による荷重ＷＷの算出に必要な条件を表

2－3に，設計荷重を表 2－4に示す。 

表 2－2 評価対象部位の材料定数 

評価対象部位 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2）
ポアソン比 減衰定数 

水平材 

77.0 2.00×105 0.3 0.03 斜材 

支持杭 

表 2－3 風圧力による荷重ＷＷの算出に必要な条件 

最大風速 

ＶＤ(m/s) 

空気密度 

ρ(kg/m3) 

ガスト影響係数 

Ｇ 

構造物の高さ 

Ｈ(m) 

設計用速度圧 

ｑ(N/m2) 

92 1.226 1.0 12.8 5189 

表 2－4 設計荷重 

記号 定義 数値 単位 

Ｆｄ 常時作用する荷重 
固定荷重 77.0 kN/m3 

積雪荷重 0.7 kN/m2 

ＷＷ 風圧力による荷重 
主桁，桁受，受桁 87.9 kN 

支持杭，水平材，斜材 12.5 kN/m 

ＷＭ 設計飛来物による衝撃荷重 585.2 kN 

注：固定荷重は仮設耐震構台躯体の単位体積重量を示す。 

2.3 許容限界 

強度評価における許容限界を表 2－5に示す。 

表 2－5 許容限界 

部位 許容限界 

水平材，斜材及び支持杭 

短期許容曲げ圧縮応力度＊1 

短期許容せん断応力度＊2 

120N/mm2 

注記＊1：Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に示す許容限界の算出結果

を用いる。 

＊2：道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3月（日本道路協会） 
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2.4  評価結果 

評価結果を表 2－6に示す。仮設耐震構台は，竜巻による風荷重及び設計飛来物に対し

て強度を有していることを確認した。 

表 2－6（1） 曲げ軸力に対する照査値 

部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント

（kN・m）

軸力 

（kN） 

水平材 6 -25 0.43 

斜材 13 -596 0.48 

支持杭 440 -1950 0.59 

表 2－6（2） せん断力に対する照査値 

部位 
発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

水平材 8 

120 

0.07 

斜材 1 0.01 

支持杭 34 0.29 
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3． 飛来物化による外部事象防護対象施設への影響について 

仮設耐震構台は，鋼材を複数のボルト等で結合した鉄骨構造であり，支持杭は岩盤等に

根入れしているため，竜巻により飛来物化することはないが，最上部に複数の締結金具で

固定している覆工板については，各々の寸法が比較的小さいため，飛来物化する可能性が

ある。したがって，飛来物化の影響確認については，覆工板を対象に実施する。 

覆工板の仕様を表 3－1に，敷設状況等を図 3－1に示す。 

 

表 3－1 覆工版の仕様 

仕様 

（面積） 

寸法(mm) １枚当たり質量

(kg) 幅 長さ 高さ 

2ｍ２ 1000 2000 208 430 

3ｍ２ 1000 3000 208 630 

 

（締結金具（締結前））             （締結状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                             

                （覆工板の敷設状況） 

図 3－1 覆工板の敷設状況等 
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3.1  確認方法及び結果 

覆工板は，路面覆工のため周辺の敷地高さ（EL15m）と同じ高さに一面に敷設してお

り，掘削に伴う開口部からの水平方向の風圧力に対しては，単体で横すべり，浮き上が

りが発生する設置状況ではない。 

このため，竜巻による荷重については，上昇風速による鉛直方向（上向き）の荷重

が，覆工板に作用することを想定する。 

(1) 浮き上がり荷重

浮き上がりに伴い発生する荷重ＰＶは，覆工板に設計竜巻の風圧力による荷重が鉛

直方向上向きに作用する鉛直力とし，「建築基準法施行令」及び「日本建築学会 建築

物荷重指針・同解説」に準拠して算出する。 

ＰＶ＝ＷＷ＝ｑ∙Ｇ∙Ｃ∙Ａｉ 

ｑ ：設計用速度圧 

Ｇ ：ガスト影響係数（1.0） 

Ｃ ：風力係数（2.4） 

Ａｉ ：受圧面積（保守的に仮設耐震構台との固定部の面積も考慮し， 

覆工板の底面の全面積 2.0m2） 

ｑ＝1／2・ρ・ＶＳＡ
２

＝627.8N/ m2 

ρ ：空気密度(1.226kg/m3) 

  ＶＳＡ ：覆工板に作用する最大鉛直風速(32m/s) 

∴ 浮き上がり荷重 ＰＶ＝3013.5N≒3.1kN 



24 

(2) 浮き上がりに抵抗する荷重

抵抗する荷重は，覆工板の自重及び締結金具の締結力の合計とする。なお，覆工板

は締結金具により固定する構造であるため，浮き上がりに抵抗する荷重は，締結金具

の締結力とする。 

締結金具の構造等を図 3－2に示す。 

覆工板（2m2）の自重＝430kg≒4.2kN 

締結金具の締結力＊  ＝10kN/箇所×4箇所＝40.0kN 

注記＊：メーカーカタログ値 

∴ 浮き上がりに抵抗する荷重 44.2kN 

 

構造図 

締結前イメージ 締結後イメージ 

図 3－2 締結金具の構造等 

(3) 確認結果

浮き上がり荷重（3.1kN）に対し，浮き上がりに抵抗する荷重（44.2kN）が上回る

ことから，飛来物とならないことを確認した。 

覆工板 

仮設耐震構台（主桁） 




